
書式第12号 (法第28条関係)

事 業 報 告 用

令和 5年度 事 業 報 告 書

特定非営利活動法人 三二墨ヒ望墜

1 事業の成果

今年度は理事の都合が合わず、事業活動を自粛 し、事業は行ってお りません。

2 事業の実施に関する事項

(1)特定非営利活動に係る事業 (事業費の総費用 【 】千円)

(2)その他の事業 (事業費の総費用 【 】千円)
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書式第 13号 (法第 28条関係) 事 業 報 告 用

令和 5年度 活動計算書 (そ の他事業が生登場合)

特定非営利活動法人 エコ&ヘルス

〔単位 :円

受取補助金

受取利息

2

4

5

正会員受取会費
賛助会員受取会費

受取寄附金
施設等受入評価益

事業収益
事業収益

1

2
1

2

給料手当
役員報酬
退職給付費用
福利厚生費

会議費
旅費交通費
施設等評価費用
減価償却費
印刷製本費

役員報酬
給料手当
退職給付費用
福利厚生費

消耗品費
水道光熱費
通信運搬費
地代家賃
旅費交通費
減価償却費
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書式第 15号 (法第 28条関係 )

令和 5年度 貸借対照表

事 業 報 告 用

特定非営利活動法人 エコ&ヘルス

ロ田

192,390

19 390

A
1

2
1

2

の(3

現金預金

未収金

棚卸資産

車両運搬具

什器備 品

敷金
長期貸付金

ソフ トウェア

借地権

192.390【A】 資 産 合 計 ①+②

2

未払金

預 り金

長期借入金

退職給付引当金

192,390
0

B-2 の

正

192.390

【B】 負 債 及 び 正 味 財 産 合 計 【B-1】 +【 B-2】
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16 (法第 28条関係 )

令和 5年度  計算書類の注記 事 業 報 告 用

特定非営利活動法人

重要な会計方針

計算書類の作成は、NPO法 人会計基準
(2010年 7月 20日  2017年 12月 2日 最終改正 NPO法 人会計基準協議会)によっています。

(1)棚卸資産の評価基準及び評価方法

(2)固定資産の減価償却の方法

(3)引 当金の計上基準
・ 退職給付引当金

引当金

(■ )施設の提供等の物的サービスを受けた場合の会計処理

(5)消費税等の会計処理

2.事 業別損益の状況
(単

:L= &-\)v7

エ

合計事業部門計 管理部門
事業 事業事業 事業

科 目

I 経常収益
1.受取会費
2 受取寄附金
3.受取助成金等
4.事業収益
5 その他収益

経常収益計
Ⅱ 経常費用
(1)人件費

給料手当

役員報酬

退職給付費用

福利厚生費

人件費計
(2)そ の他経費

会議費

旅費交通費
施設等評価費用

減価償却費
印刷製本費

その他経費計

経常費用計

当期経常増減額

金額 算定方法内容

3.施 設の提供等の物的サー ビスの受入の内訳
円 )



4 使途等が制約された寄附金等の内訳

使途等が制約された寄附金等の内訳 (正味財産の増減及び残高の状況)は以下の通りです。

当法人の正味財産は   円ですが、そのうち   円は、下記のように使途が特定されています。

したがって使途が制約されていない正味財産は   円です。
(単位 :円 )

5.固 定資産の増減内訳
(単

6.借 入金の増減内訳
(単 円 )

役員及びその近親者との取引の内容

役員及びその近親者との取引は以下の通りです。

円 )

その他特定非営利活動法人の資産、負債及び正味財産の状態並びに正味財産の増減の状況を明らかにするために

必要な事項

事業費と管理費の按分方法

当期増加額 当期減少額 期末残高 備考内容 期首残高

合計

減価償却果計額 期末帳簿価額減少 期末取得価額期首取得価額 取得科 目

有形固定資産

車両運搬具

什器備品

無形固定資産

投資その他の資産

敷金

合計

当期返済 期末残高当期借入科 目 期首残高

合計

内、近親者
及び支配法
人との取引

内、役員 と
の取引

科 目

計算書類に

計上された
金額

(活動計算書)

活動計算書計

(貸借対照表)

貸借対照表計

8

その他の事業に係 る資産の状況



書式第 17号 (法第 28条関係 )

令和 5年度 財産目録

事 業 報 告 用

特定非営利活動法人 エコ&ヘルス

単位 :円

A
1

現金預金

手元現金 192,390 192,390 192,39

未収金

棚卸資産

0 0

2

2

(3) の

192.390【A】 資 産 合 計 ①+②

未払金

長期借入金

退職給付引当金

2

預 り金

【B-1】 負 債 合 計 ③+④

192.390【B-2】 正 味 財 産 合 計 【A】 ― 【B-1】
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書式第 18号 (法第 28条関係 )

事 業 報 告 用

令和 5年度年間役員名簿 (前事業年度において役員であったことがある全員の氏名及び住所又は居所並

びにこれらの者についての前事彙年度における●酬の有無を記戯した名簿)

特定非営利活動法人 エコ&ヘルス

1 確認事項 (法第 20条及び第21条を確認の上、チェックを入れてください。)

□以下の役員には、欠格事由者が含まれません。 (法 第 20条関係 )

□各役員について、親族の規定に違反 していません。 (法第 21条関係 )

2 役員一覧

役 名
どちらかにO

(フ リガナ)

氏    名

前事業年度内の

就任期間

報酬 を受けた期

間

(該当者のみに記
入 )

1 理 事

アント
゛
ウ  マサヒロ

安藤 政弘

令和 5年 9月 01日

令和 6年 8月 31日

年

年

月

日

月

日

2 理 事

r7,7 '?lt

小沼 政夫

令和 5年 9月 01日

令和 6年 8月 31日

年

年

月

曰

月

日

3 理 事

カトウ  タタ
゛
アキ

加藤 忠章

令和 5年 9月 01日

令和 6年 8月 31日

年

年

月

日

月

日

4 理 事

ヨコヤマ  カス
゛
アキ

横山 和章

令和 5年 9月 01日

令和 6年 8月 31日

年

年

月

日

月

日

5 理 事

リ  ケイ

李  漢

令和 5年 9月 01日

令和 6年 8月 31日

年

年

月

日

月

日

6 監 事

サトウ  ヤスオ

佐藤 秦夫
令和 5年 9月 01日

"和
6年 8月 31日

年 月

日

年 月

日



書式第 4号 (法第 10条・第28条関係)

設立・事業報告用

社 員 名 簿 (社員のうち 10人以上の者の名簿)

特定非営利活動法人 エ コ &ヘ レス

氏    名

1 小沼 政夫

2 安藤 政弘

3 加藤 忠章

4 横山 和章

5 李 漢

6 佐藤 秦夫

7 小沼 康乃

8 小沼 ―貴

9 株式会社コンパク ト

ォt完欧希絵 ′1部政夫

10 渓株式会社

ィt労証駁
`峰

′生仝≠λ

11 =以下余白=

12




